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１ 畜産環境問題の現状 家畜排せつ物の発生量
・ 一頭当たりの排せつ物の量は、家畜の種類、体重、飼料（種類・摂取量）、飲水量、飼養形態、季節等により変化。
・ 全国で発生する家畜排せつ物の量は、約8,000万トン（平成31年）。
・ 近年、総じて家畜・家きんの飼養頭羽数が増加傾向にあることから、家畜排せつ物の総発生量はわずかに増加。
・ 畜種別では、乳用牛・肉用牛・豚が各約３割を占める。

畜種等 ふん 尿 合計 年間合計

乳
用
牛

搾乳牛 45.5 13.4 58.9 21.5ｔ

乾･未経産牛 29.7 6.1 35.8 13.1t

育成牛 17.9 6.7 24.6 9.0t

肉
用
牛

２歳未満 17.8 6.5 24.3 8.9t

２歳以上 20.0 6.7 26.7 9.7t

乳用種 18.0 7.2 25.2 9.2t

豚
肥育豚 2.1 3.8 5.9 2.2t

繁殖豚 3.3 7.0 10.3 3.8t
採
卵
鶏

雛 0.059 － 0.059 21.5kg

成鶏 0.136 － 0.136 49.6kg

ブロイラー 0.130 － 0.130 47.5kg

畜 種 発生量（万トン）
乳用牛 ２，１７９
肉用牛 ２，３１２
豚 ２，１１５

採卵鶏 ７９１
ブロイラー ５５４
合 計 ７，９５１

○家畜排せつ物の排せつ量の原単位（kg/頭・日）の例

○畜種別の家畜排せつ物発生量

出典：農林水産省「畜産統計」等から推計

（万トン）

1出典：（一財）畜産環境整備機構

○我が国の家畜排せつ物発生量の推移



２ 家畜排せつ物法① 家畜排せつ物法の仕組み

・ 「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進を図り、もって畜産業の健全な発展に資すること」を目的として、平成11年に成
立、平成16年から本格施行、正式名称は「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」。
・ 家畜排せつ物の管理の適正化について、畜産業を営む者（小規模農家を除く）は、国が策定する管理基準を遵守することを義
務付け、指導・助言等は都道府県が実施。
・ 利用の促進については、国は基本方針を、各県は都道府県計画を策定するとともに、畜産業を営む者は、処理高度化施設の整
備計画の策定・認定を経て、日本政策金融公庫からの資金の貸付けを受けることが可能。
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畜産業を営む者都道府県国

指導・助言（４条）
勧告・命令（５条）
立入検査等（６条）
の実施

管理基準の遵守
（３条）

管理基準の策定
（３条）

施設整備計画の
策定（９条、10条）

基本方針の策定
（７条）

都道府県計画の
策定（８条）

日本政策金融公庫
資金の貸付（11条）
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２ 家畜排せつ物法② 家畜排せつ物法の管理基準

・ 家畜排せつ物法施行規則において、畜産業を営む者（小規模農家を除く）が家畜排せつ物の処理等に当たり遵守すべき基準
（管理基準）を明示。なお、対象家畜は、牛、豚、鶏及び馬。
・ 家畜排せつ物の不適切な管理（野積み・素掘り）を禁止し、管理施設は雨による流出や地下浸透が起こらない構造とすることの
ほか、施設の定期的な点検や修繕等を義務付け。
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○家畜排せつ物法施行状況調査結果（平成29年12月1日時点）
～管理施設の構造設備に関する基準への対応状況～

～ 管理基準の概要 ～
１ 管理施設の構造設備に関する基準
① 固形状の家畜排せつ物の管理施設は、床を不浸透性材料（コンクリート等）で築造し、適当な覆い及び側壁を設けること。
② 液状の家畜排せつ物の管理施設は、不浸透性材料で築造した貯留槽とすること。

２ 家畜排せつ物の管理の方法に関する基準
① 家畜排せつ物は管理施設において管理すること。
② 管理施設の定期的な点検を行うこと。
③ 管理施設の床、側壁等に破損があるときは遅滞なく修繕を行うこと
④ 家畜排せつ物の年間の発生量、処理の方法及等について記録すること。

管理基準の適用対象外
牛又は馬 10頭未満
豚 100頭未満
鶏 2,000羽未満

（※） 「その他の方法」：畜舎からほ場への直接散布、周年放牧、処理委託、下水道利用等



3 苦情の発生状況
・ 畜産経営由来の苦情発生件数、畜産農家戸数当たりの発生戸数（苦情発生率）は、ほぼ横ばいで推移。
・ 「悪臭」の苦情が過半を占め、次いで「水質汚濁」、「衛生害虫」。
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○苦情発生戸数・苦情発生率の推移（※１、２） ○令和元年度苦情別発生戸数

出典：農林水産省畜産部調べ、農林水産省｢畜産統計｣

※１ 複数の畜種を飼養している農家において苦情が発生し、その苦情の原因畜種が特定できない場合は、主たる飼養畜種の農家として計上している。
※２ 苦情発生率は、農家戸数が不明である「その他」（馬及びその他の家畜）を除いて算出している。
※３ 複数種類の苦情を併発しているものは１戸として計上しているため、種類別発生戸数の合計とは一致しない。



4 家畜排せつ物の利活用 家畜排せつ物の利用の促進を図るための基本方針

家畜排せつ物は、資源循環のため、堆肥化して耕地に還元

堆肥の利用拡大１

・収益性や電力系統の状況、地域活用電源としての方向性も見極めた
上で、固定価格買取制度等を活用
・電力系統の課題を踏まえたエネルギーの地産地消等の新たな経営モデル
を確立

畜舎等での自家利用の検討

畜産農家地域住民

行政の
畜産・環境
部局

地域が一体となった
問題解決
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家畜排せつ物のエネルギー利用の推進２

家畜排せつ物の堆肥化が難しい場合はエネルギー利用も有効

畜産環境問題への対応３

家畜排せつ物の処理は畜産農家が自らの責任において行うべきもの
老朽化した堆肥舎 老朽化した

堆肥舎の補修
計画的な
補改修や
機能強化

・家畜排せつ物の適切な処理は事業者の責
務であるとの意識を浸透
・修繕や更新のための費用を計画的に経営内
に留保し、適切な再投資を確保
・堆肥舎や汚水処理施設の長寿命化や共同
利用の家畜排せつ物処理施設を整備
・悪臭低減に有効な適切な堆肥化を推進
・汚水処理や脱臭のための施設・機械を整備
・地域住民も参加して問題解決に取り組む
体制を構築

・持続的かつ循環的な農畜産業の実現のため、まずは畜産農家が堆肥を活
用して自給飼料を生産することが重要
・堆肥の完熟化や化学肥料との配合等で耕種農家のニーズへ対応
・ペレット化による広域流通、施肥作業の軽減
・堆肥の加工や輸送に関し、知見がある肥料メーカーと協力

・使いきれない堆肥を、耕種
農家に使ってほしい
・堆肥の品質を向上させ、収
入を増やしたい

畜産農家

耕種農家

・成分の安定した
堆肥がほしい
・化学肥料と堆
肥を配合したペ
レットで、運搬、
散布を楽にしたい

• 肥料原料として水分量の少な
い堆肥がほしい

• 畜産農家に技術提供をし、自
社ブランドの肥料を生産してもら
いたい

地方公共団体

・地域の畜産環境問
題を解決したい

肥料メーカー

商品開発や堆肥製造に係商品開発や堆肥製造に係
る技術協力（ペレット化、
化学肥料との配合）
商物流のアドバイス 等

・ 家畜排せつ物法に基づき、家畜排せつ物の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、農林水産大臣が「家
畜排せつ物の利用の促進を図るための基本方針（以下「基本方針」）」を策定。
・ 現在の基本方針は、令和12年度を目標として、①耕種農家のニーズへの対応を通じた堆肥の利用拡大、②堆肥利用が困難な場
合のエネルギー利用の推進、③環境規制や大規模化を踏まえた畜産環境問題への適切な対応をポイントとして令和２年に策定。



5 支援事業
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6 養豚経営の構造
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＜とうもろこしのシカゴ相場の推移（期近物）＞

注：ｼｶｺﾞ相場の日々の終値である。 ※１ブッシェル=25.4kg
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セント/ブッシェル

（H24.8.21)
831ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ
(327ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

（R2.7.2)
343ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ
(135ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

（H28.8.31)
302ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ
(119ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

出典：農林水産省「畜産統計」（各年2月1日現在）
注：H22年及びH27年は世界農林業センサスの調査年であるため比較できるデータがない。

出典：農林水産省「営農類型別経営統計」 出典：農林水産省「営農類型別経営統計」



汚水処理施設の導入事例
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○活性汚泥法①
飼養規模：豚（母豚940頭、肥育豚5,700頭）

牛（経産・育成牛505頭）
排水量：55m3/日
建設費：1億3,400万円

○活性汚泥法②
飼養規模：豚（母豚750頭）
排水量：49.3m3/日
建設費：1億551万円

（参考）

出典：一般財団法人畜産環境整備機構「家畜ふん尿処理施設・機器選定ガイドブック（汚水処理編）」

施設の全景


